
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 
東京新聞が「都民だけ高校無償化 波紋」と題した記事を1面トップに掲載しました。「恩恵を受ける生徒、受けられない都外の生徒が同じ教室で学ぶことにもな

る」と指摘し、都が国に「高校授業料の無償化実現を求める要望書」を提出したことも合わせて報じています。京都でも今年の制度拡充の焦点のひとつになった

「越境通学」問題。茨木や長野でも、この12月の署名提出・要請行動の際に「自治体間格差が広がる」という訴えに対して担当者が真剣に耳を傾けることがあ

りました。各県への要請を強めるとともに、国に対して制度拡充を求める強力な働きかけがいまこそ求められています。 
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 国・県に対して「自治体間格差の是正」を訴える

絶好の機会。 

それには「私学助成署名」が力になります。 

署名に託された「世論」の後押しも必要です。 

昨年の署名数を超えるには全国であと50万筆。 

2月中旬まで、1筆でも多くの署名を集めて、政

府にプレッシャーをかけましょう。 

私たちが動けば、情勢は動く！ 

最後まで署名を広げましょう！ 
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３年間で約142万円の授

業料負担の差が生じる！ 

（年収910万円以上世帯） 

 


